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Ⅰ 基本方針と多文化共生施策の方向性（宮城県多文化共生社会推進計画より）                

 

 

 

 

 

【参考１】多文化共生社会の定義（条例第２条関係） 

 「多文化共生社会」とは，国籍，民族等の異なる人々が，互いに，文化的背景等の違い

を認め，及び人権を尊重し，地域社会の対等な構成員として共に生きる社会をいう。 

 

 

【参考２】議会への報告等（条例第２１条関係） 

知事は，毎年度，多文化共生社会の形成の推進に関して講じた施策を県議会に報告する

とともに，公表するものとする。 
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Ⅱ 平成２９年度に講じた多文化共生施策 

 

１「意識の壁」の解消                            

  

 

 

 

 

（１）シンポジウム開催事業（事業費：２２２千円） 

名取市との共催で「多文化共生シンポジウム in名取～外国人市民と語る，豊かな子育て

～」を開催した。 

在住外国人として名取市で子育てをされている武井ラシーニ氏が基調講演を行ったほか，

地元名取市に在住する各国出身者が登壇し，子育てしやすい町づくりなどについて話し合

うパネルディスカッションを通して，県民の多文化共生に関する理解促進を図った。 

  ■日時・場所：平成３０年１月１３日（土） 午後１４時００分 

         名取市文化会館 小ホール 

 ■来場者数：１５９人 

  ■プログラム： 

   □現状報告：「宮城県多文化共生の現状について」 

（公財）宮城県国際化協会 総括マネージャー 大泉 貴弘 氏 

□基調講演：「トンガの肝っ玉かあさんラシーニの名取・子育て奮闘記」 

      武井 ラシーニ 氏 

   □パネルディスカッション： 

    「外国人パパ・ママ・も笑顔に！～子育てしやすい町は,誰にも優しい町～」 

・コーディネーター （公財）宮城県国際化協会 スーパーバイザー 大村 昌枝 氏 

・コメンテーター 名取市長 山田 司郎 氏 

    ・パネリスト    国際交流協会ともだちin名取 会長 小島 秀太郎 氏 

名取市在住 石塚 マリッサ 氏 

名取市在住 秋山 アモーンラット 氏 

名取市在住 ロバート・レンディッチ 氏

 

【事業の取組方針】 

「意識の壁」の解消に向け，広く基本理念の普及・啓発を行い，県民や関係機関等と

の推進体制の整備を図る。 
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（２）啓発ツール作成事業（事業費：２８９千円）    

多文化共生の基本理念の普及啓発を図るため，学校教育関係者向け啓発リーフレットや広

報用カードを作成した。市町村教育委員会を通じて県内の小中学校など関係機関へ配布し，

多文化共生の普及・啓発に努めた。 

 

 

（学校教育関係者向け啓発リーフレット〈表〉）      （学校教育関係者向けリーフレット〈裏〉） 

（パネリスト） 

（ポスター） 
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（広報用カード〈表〉） （広報用カード〈裏〉） 

 

（３）審議会運営事業（事業費：２１５千円） 

宮城県多文化共生社会推進審議会を開催（２回）した。１回目は前年度に講じた施策 

や平成２９年度多文化共生推進事業について審議するとともに，多文化共生社会の形成

を促進するために今後必要な事項等について意見を頂いた。２回目は平成２９年度外国

人県民アンケート調査の結果報告を行うとともに,多文化共生推進計画の改訂等につい

て意見を頂いた。 

【１回目】 

開催日：平成２９年６月６日（火） 午後３時３０分～午後５時００分 

委員出席：７人 

    【２回目】 

      開催日：平成３０年２月１５日（木） 午後３時～午後４時３０分 

      委員出席：７人 

■委員名簿（敬称略・五十音順） 

            任期：平成 30年 2月 1日～平成 32年 1月 31日（平成 30年４月１日現在） 

職     名 氏  名 備考  

仙台市立幸町小学校教諭 阿 部 実智代  

東北大学大学院教育学研究科准教授 李    仁 子  

宮城教育大学教員キャリア研究機構 機構長 市 瀬 智 紀 会 長 

行政書士金東暎事務所代表 金   東 暎  

みやぎ外国人相談センター相談員 小 関 一 絵  

東北大学高度教養教育・学生支援機構 

グローバルラーニングセンター教授 
末 松 和 子 副会長 

宮城労働局職業安定部長 田 中 浩 一  

東北大学大学院歯学研究科 

歯学イノベーションリエゾンセンター国際連携部門 
古 舘 由 美  

東北医科薬科大学地域医療学教室助教 

東北医科薬科大学病院総合診療科医師 
宮 澤 イザベル  
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(審議中の様子) 

 

（４）市町村等研修会開催事業（事業費：４０千円） 

   市町村や国際交流協会との推進体制を整備するとともに，関係者の資質向上を図るため，

研修会を開催した。平成２９年度は，「技能実習生制度及び宮城県の技能実習に係る状況

等」をテーマに研修会を開催し，（公財）国際研修協力機構仙台駐在事務所駐在員の佐

藤隆氏に講演を頂いた。  

  ■日 時：平成２９年９月８日（木） 午後１時～午後３時 

  ■出席者：３１人 

 

（市町村研修会の様子） 

（５）外国人県民アンケート調査事業（事業費：４，４９１千円） 

   多文化共生社会推進計画の改定に関する実態調査を行うため，外国人等に対するアンケ

ート調査を実施した。宮城県内に住民登録のある２０歳以上の外国人県民から無作為抽出

した。１，８９０名に調査表を郵送で送付した。調査表は６カ国語版を用意し，平成２９

年１２月５日から２５日の調査期間で実施し，３９６件の回答があった。 

これらの回答結果を踏まえ，今後の多文化共生社会推進施策を検討し，第３期多文化社

会推進計画の策定にも活用していく。 
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２「言葉の壁」の解消                            

 

 

 

 

 

 

（１）災害時通訳ボランティア整備事業（事業費：１６１千円） 

 (公財)宮城県国際化協会（ＭＩＡ）に委託し，大規模災害が発生した際に，被災地から

の要請に応じ速やかに通訳ボランティアを派遣できるよう，通訳ボランティアの確保・養

成を行った。平成２９年度末までに１４０人を確保し，２２言語での対応が可能となった。 

■研修会の開催 

 ＭＩＡ外国人支援通訳サポーター・災害時通訳ボランティア合同研修会 

内容：「最新外国人登録状況・昨年度の活動実績報告・分野別運用ガイドラインの説明」 

基礎講座「最近の出入国管理行政について」 

フロアセッション 

日時：平成２９年５月２４日（日） 参加者：４０人 

   

■通訳ボランティア対応可能言語（２２言語） 

   英語，中国語，韓国語，イタリア語，インドネシア語，ウクライナ語，ウルドゥ語，広

東語，スペイン語，タイ語，台湾語，タガログ語，ドイツ語，ネパール語，パシュトゥ

語，パンジャーブ語，ヒンディ語，フランス語，ベトナム語，ポルトガル語，モンゴル

語，ロシア語 

 

■派遣フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業の取組方針】 

「言葉の壁」の解消に向け，多言語化支援を行うとともに，外国人県民等への学習支

援を図る。 

 

【派遣依頼者】 
 県・市町村災害対策本部 
 県・市町村災害ボランティアセンター 

【派遣受付】 
（主）公益財団法人宮城県国際化協会 

  

（副）宮城県災害対策本部 
   国際経済・交流班 

【協力者】 

  災害時通訳ボランティア 

 ⑥通訳ボランティア活動 

 ⑤移動 

②派遣依頼 

③派遣承諾 

⑦完了報告 

⑦完了報告 

①派遣依頼 

④派遣承諾 

 情報共有 
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（２）防災ハンドブック作成事業（事業費：１，３３３千円） 

 外国人県民の防災に関する意識の醸成・知識の習得の支援を行うためのハンドブックを作成

した。日本語，英語，中国語，韓国語，タガログ語の５カ国語に対応したものと，日本語，英

語，ベトナム語，ネパール語，インドネシア語の５カ国語に対応したものの２種類，それぞれ

５，０００部づつ計１０，０００部を作成し，各市町村や入国管理局，大学などに配布した。 

 

 

３「生活の壁」の解消                            

 

 

 

 

 

（１） みやぎ外国人相談センター設置事業（事業費：２，１０８千円） 

   外国人県民やその家族等の相談に対し，必要な情報提供や専門窓口の紹介など問題解決

に向けたアドバイスを多言語で行う「みやぎ外国人相談センター」を設置し，(公財)宮城

県国際化協会への委託事業として実施し，外国人県民の不安解消，問題解決等に寄与した。 

   相談センターには，外国人県民，相談機関の担当者と，相談センター通訳者の三者での

通話が可能な「トリオフォン」機能を付加した電話機を設置していることから，県政ラジ

オ番組等により広報を行い，一般県民，相談機関担当者に対する周知を図った。 

 

■対応言語と対応曜日・時間 

  日本語，英語       ：月曜日～金曜日  午前８時３０分～午後５時１５分 

中国語          ：第２・第４木曜日 午前１０時～午後４時１５分 

 韓国語          ：水曜日      午前１０時～午後４時４５分 

 タガログ語        ：火曜日      午前１０時～午後４時４５分 

インドネシア語      ：第４月曜日    午前１０時～午後４時４５分 

ベトナム語        ：第２・第４火曜日 午前１０時～午後４時４５分 

ネパール語・ポルトガル語：三者通話（トリオフォン）による随時対応 

 

■相談対応件数  ２４７件 

 

■男女構成比 

   女性 １４８件（６０％）， 男性  ９９件（４０％） 

 

■相談手段 

    来所 ３４件（１４％），電話 ２１３件（８６％） 

 

【事業の取組方針】 

「生活の壁」の解消に向け，外国人県民等の家族サポートを行うとともに，活躍の支

援を図る。 
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■相談対応言語              ■相談内容 

医療保健福
祉 49件, 

19.8%

家庭生活
36件, 14.6%

暮らし一
般 26件, 

10.5%在留資格
26件, 10.5%仕事 20件, 

8.1%

教育 12件, 
4.9%

住宅 6件, 
2.4%

通訳・翻訳
16件, 6.5%

日本語学習
31件, 12.6%

税金 1件, 
0.4%

その他 24
件, 9.7%

英語 28件, 
11.3%

中国語 50件, 
20.2%

韓国語 16件, 
6.1%

タガログ語15
件, 6.1%ベトナム語 18

件, 7.3%

ネパール語7
件, 2.8%

インドネシア語
4件, 1.6%

その他 1件, 
0.4%

日本語 109件, 
44.1%

  

 

 

（２）多文化共生研修会開催事業（事業費：３２千円） 

外国人等からの相談を受ける立場にある市町村，国際交流協会，相談センター等の担当

職員の対応技能向上を図るため研修会を開催した。「保健・医療分野」に関する相談に着目

したテーマで実施し，（公財）宮城県国際化協会 事業部門スーパーバイザー 大村昌枝氏

から報告を頂いた。 

■日時・場所：平成３０年３月８日（木） 午後１時 30分から午後 3時 30分まで 

宮城県行政庁舎２階 第二入札室 

■参 加 者：県内市町，県内国際交流協会職員等３１人 

  

（多文化共生研修会の様子） 
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Ⅲ 宮城県多文化共生社会推進計画の評価指標における進捗状況 

 

 

評価指標１ 多文化共生啓発事業を実施している市町村数 

 

■指標説明 

市町村が実施する啓発関連イベントのほか，関係部署・関係者との会議，打合せの開催

を含む 

 

■目標設定 Ｈ２５：２市町村 ⇒ Ｈ３０：３５市町村 

【考え方】 

  最終的にはすべての市町村による実施が望ましいことから，県内３５市町村を目

標に設定 

 

■進捗状況 Ｈ２６：４市町村⇒Ｈ２７：６市町村⇒Ｈ２８：７市町村⇒Ｈ２９：７市町村 

【結 果】 

 実施市町村：仙台市・石巻市・気仙沼市・名取市・多賀城市・栗原市・大崎市 

【Ｈ２８からの増減】 

なし 

 

評価指標２ 多文化共生に関する説明会等に参加した県民の数 

 

■指標説明 

町内会，民生委員など地域の推進役に対する各種研修会等での多文化共生に関する説明，

情報提供などに参加した県民の数 

 

■目標設定 Ｈ２５：０人 ⇒ Ｈ３０：７５０人 

【考え方】 

  年間延べ１５０人を目標に設定 

 

■進捗状況 Ｈ２６：０人⇒Ｈ２７：２０３人⇒Ｈ２８：６４１人⇒Ｈ２９：１，１００人 

【結 果】 

 昨年度より４５９人増加した。 

【Ｈ２８からの増減】 

 増：①名取市内：「災害時要援護者（外国人含む）に関する避難計画の説明会」 

において，ヘルプカードの配布・説明（参加者３００人）。 

   ②名取市：「多文化共生シンポジウム」において，多文化共生の理念啓発を 

図った（参加者１５９人）。 
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評価指標３ 多言語による生活情報の提供実施市町村数 

 

■指標説明  

生活に関する情報を日本語以外の言語で提供している県内の市町村の数 

 

■目標設定 Ｈ２５：９市町村 ⇒ Ｈ３０：１６市町村 

【考え方】 

  特別永住者を除く在留外国人が１００人以上の市町村での実施（＋７市町）を 

目標 

 

■進捗状況 Ｈ２６：１２市町村⇒Ｈ２７：１４市町村⇒Ｈ２８：１８市町村 

⇒Ｈ２９：１９市町村 

【結 果】 

  実施市町村：仙台市，石巻市，塩竈市，気仙沼市，白石市，名取市，角田市，多

賀城市，岩沼市，登米市，栗原市，大崎市，富谷市，柴田町，丸森

町，松島町，色麻町，美里町，南三陸町 

【Ｈ２８からの増減】 

増：名取市 

 

 

評価指標４ 日本語講座開設数 

 

■指標説明  

県内で開設されている日本語講座や日本語教室の数 

 

■目標設定 Ｈ２５：２８講座 ⇒ Ｈ３０：３２講座 

【考え方】 

  現在２８カ所＋全ての市部での講座開設（＋４市）を目標 

 

■進捗状況 Ｈ２６：２７講座⇒Ｈ２７：２８講座⇒Ｈ２８：２７講座⇒Ｈ２９：２６講座 

【結 果】 

実施市町村：仙台市（13講座），石巻市（2講座），気仙沼市，名取市，角田市， 

岩沼市，登米市，栗原市，大崎市，亘理町，松島町，美里町，南三

陸町 

【Ｈ２８からの増減】 

減：利府町 
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評価指標５ 外国人相談対応体制を整備している市町村数 

 

■指標説明 

外国人からの外国語相談に対応できる体制を整備している県内の市町村の数 

 

■目標設定 Ｈ２５：５市町村 ⇒ Ｈ３０：９市町村 

【考え方】 

  在留外国人が３００人以上の市部での実施（＋４市）を目標 

 

■進捗状況 Ｈ２６：６市町村⇒Ｈ２７：６市町村⇒Ｈ２８：６市町村⇒Ｈ２９：６市町村 

【結 果】 

  実施市町村：仙台市，石巻市，気仙沼市，角田市，登米市，川崎町 

【Ｈ２８からの増減】 

変更なし 

 

 

 

 

 

 

評価指標６ 技能実習生を除く外国人雇用者数（厚生労働省調べ） 

 

■指標説明 

   技能実習生を除いた外国人雇用者の数 

 

■目標設定 Ｈ２５：３，２１２人 ⇒ Ｈ３０：３，９００人 

【考え方】 

  Ｈ２２からＨ２４までの平均増加率による増加見込み 

 ※Ｈ２５のデータはＨ２４実績を使用 

 

■進捗状況 Ｈ２６：３，９４５人 ⇒ Ｈ２７：４，０４２人 ⇒  

Ｈ２８：４，７６３人 ⇒ Ｈ２９：５，５７０人 

【結 果】 

Ｈ２９（Ｈ２８実績）の外国人雇用者数は８０７人増加した（前年度増加率 

１６．９％）。 

 

 

 


